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諮問第４８号 

答 申 

 

第１ 審査会の結論 

 本件審査請求に係る公文書公開請求について、その全部を却下とした決定（以

下「原決定」という。）は、妥当である。 

 

 

第２ 請求人の主張要旨 

１ 審査請求の趣旨 

  本件審査請求の趣旨は、審査請求人が、札幌市情報公開条例（平成１１年

条例第４１号。以下「条例」という。）第６条第１項の規定に基づき行った以

下の公文書公開請求に対して、札幌市教育委員会教育長（以下「実施機関」

という。）が行った、当該請求の全部を権利濫用につき却下するとする原決定

の取消しを求めるというものである。 

(1) 平成１５年７月４日付け請求（以下「請求Ａ」という。） 

札幌市教育委員会総務部（以下「総務部」という。）の平成１１年度予算

に関し、①配当予算とその決算報告書、支出を証明する領収書、納品書の

すべて、②総務部が各市立学校に対して交付した当初予算配分に当たって

の注意点、変更事項等を記載した説明書 

(2) 平成１５年７月４日付け請求（以下「請求Ｂ」という。） 

総務部の平成１２年度予算に関し、①配当予算とその決算報告書、支出

を証明する領収書、納品書のすべて、②総務部が各市立学校に対して交付

した当初予算配分に当たっての注意点、変更事項等を記載した説明書 

(3) 平成１５年７月２日付け請求（以下「請求Ｃ」という。） 

  ア ①札幌市立某中学校において発生した事故について、同校校長より札

幌市教育委員会へあてた報告書、状況説明書、対応策報告書等の関係資

料全部 ②上記について同校に対する札幌市教育委員会よりの指示、命

令等の内容を示す資料全部 

イ ①平成１１年３月２５日実施の札幌市立某中学校２学年全生徒の「1 年

をふりかえって」との題の調査書 ②同日に学級活動の時間に行われた

アンケートについて全学級の全生徒分 

ウ 札幌市立某中学校において平成１０年３月実施の全校生徒を対象とす

る「1 年をふりかえって」との題の調査書 

エ 上記ウと同様の内容で平成１２年３月に実施したときの文書 

オ 上記ウと同様の内容で平成１３年３月に実施したときの文書 

カ 上記ウと同様の内容で平成１４年３月に実施したときの文書 

キ ①札幌市立中学校全校の平成１５年度修学旅行の費用徴収簿と集計表、

支出関係書類、札幌市教育委員会に提出された旅行計画書及び旅行完了

報告書 ②上記書類のうち不存在のものについてはその不存在の理由、

不存在の経緯を証明し説明する資料 
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ク ①札幌市立某中学校の平成１０年度から１２年度における２学年宿泊

研修の費用徴収簿とその集計表、支出関係書類、札幌市教育委員会に提

出された旅行計画書及び旅行完了報告書 ②上記書類のうち不存在のも

のについてはその不存在の理由、不存在の経緯を証明し説明する資料 

ケ ①札幌市立中学校全校の平成１１年度修学旅行の費用徴収簿と集計表、

支出関係書類、札幌市教育委員会に提出された旅行計画書及び旅行完了

報告書 ②上記書類のうち不存在のものについてはその不存在の理由、

不存在の経緯を証明し説明する資料。 

コ 平成１１年度から平成１５年度までの札幌市立学校における人事異動

名簿 

サ 札幌市教育委員会編、学校事務の手引き（平成８年度版） 

(4) 平成１５年８月５日付け請求（以下「請求Ｄ」という。） 

ア 平成 14 年度実施の「少人数指導（T.T チーム・ティーチング）実施状

況に関する全道調査」にあたって札幌市立某中学校より札幌市教育委員

会へ提出された報告書。ただし、札幌市教育委員会より北海道教育員会

へ提出されたものはすでに公開済みであり、必ず札幌市立某中学校より

札幌市教育委員会へ提出された報告書であること 

イ 平成 14 年度実施の「少人数指導（T.T チーム・ティーチング）実施状

況に関する全道調査」に関し、①北海道教育委員会より札幌市教育委員

会への調査依頼書 ②当該全道調査にあたって各中学校より札幌市教育

委員会へ提出すべき調査報告の内容、報告様式、報告要領、調査報告の

提出期限等を示した資料 

ウ 札幌市立某中学校を除く札幌市立中学校全校における平成１４年度コ

ンピュータ用消耗品費の支出簿とその使い道を示す見積書、発注票、領

収証及び平成 14 年度コンピュータ用消耗品費報告書 

 

２ 審査請求の理由 

  審査請求人の主張する審査請求の主たる理由は、審査請求書及び意見陳述

によると、おおむね以下のとおりである。 

 (1) 大量膨大であるとすること 

  ア 過去の実績との対比 

請求Ａ、請求Ｂ、請求Ｃ、請求Ｄ（以下これらを「本件請求」という。）

を却下した主たる理由として、実施機関は、これら本件請求に係る対象

公文書の量が大量膨大であることを挙げている。 

しかしながら、平成１５年３月１１日付けで行った「学校教育部にお

ける平成９年度から平成１４年度までの予算配当額、当該配当予算の見

積書、発注票、納品書、領収証、集計表等その他２件」の公文書公開請

求（以下「学校教育部への請求」という。）の際には、計６年度分を対象

としていたにもかかわらず、しかも、文書保存箱２００箱程度ありなが

ら、実施機関はこれに応じた事実がある。 

したがって、特に総務部を対象とする請求Ａ及び請求Ｂについては対

象公文書が大量膨大につき応じられないとする実施機関の主張には、理

由がない。 
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イ 上限とする文書量の明示  
対象公文書の量が大量膨大であり、対応が困難であるというのであれ

ば、実施機関は、対応できるとする文書量の上限について、公文書公開

請求をしようとする者（以下「公開請求者」という。）に対し、具体的に

教示すべきである。 

このことについて、口頭で実施機関に対して説明を求めたが、実施機

関からは一切回答はなかった。 

 (2) 決定期限 

本件請求に係る公開決定等の期限は、実施機関が必要とするだけ延長し

ても一向に構わず、また、公開は、準備が整った部分から順次実施しても

らえればよいとする配慮もしていた。 

(3) 請求の妥当性 

請求Ａ及び請求Ｂは、審査請求人が本件請求に先立ち平成１５年６月 

１７日に行った「総務部の平成１０年度から平成１４年度までの各予算に

関し、①配当予算とその決算報告書、支出を証明する領収書、納品書、請

求書等のすべて、②総務部が各市立学校に対して交付した当初予算配分に

当たっての注意点、変更事項等を記載した説明書」に係る公文書公開請求

（以下「当初請求」という。）の請求内容について、「請求書等」の記載を

削り、かつ、対象年度を、それぞれ平成１１年度と平成１２年度に分割し

て請求するという変更を行った結果のものである。 

したがって、請求Ａ及び請求Ｂは、当初請求に係る請求範囲の限定を求

めるとする実施機関からの要請にこたえ、この程度であれば対応可能であ

ろうという推測の下に行った請求である。 

(4) 実施機関からの要請 

当初請求及び本件請求提出後、実施機関から、数回、これらの請求に係

る対象公文書が大量膨大なのでその請求内容をより限定したものに変える

こと、また、このような公開請求を行う理由を示すこと等を文書にて回答

するよう要請を受けた。 

しかしながら、実施機関が公開請求者に対し、このような要請を行い、

回答を求めることができるとする条例上の根拠は認められない。そして、

当該根拠の明示を実施機関に求めたところ、参考と称して提示されたのは、

全然関係のない条文である条例第４条のみであった。  
したがって、実施機関からの当該要請について、これに対する応答義務

はないと判断し、その旨を文書により回答した。  
(5) 一度に全部の公開を求めること 

本件請求の対象公文書は、確かに量は多い。 

しかし、仮に対象公文書が文書保存箱２００箱程度であるといっても、

１箱に納められているファイルは１つ又は２つ程度であり、審査請求人に

は１日で閲覧し終える量である。したがって、実施機関が本件請求の請求

範囲について限定を求める理由の一つとして主張するところの審査請求人

の負担はない。 

また、実施機関の公開実施に係る作業量も、対象公文書中、非公開情報

につき見えないように黒く覆わなければならない部分が全体のごくわずか
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であることを考えれば、その主張するほどには多くはない。 

(6) 不正隠し 

  上記のとおり、実施機関は、原決定において対象公文書の量が多いこと

や本件請求を行う必要性について審査請求人が答えないこと等を理由に、

当該請求に係る対象公文書の公開を拒否したところであるが、その真実の

理由は、これらの公文書を公にすることにより、裏帳簿をはじめとするさ

まざまな不正行為、不都合な事件を揉み消した過去の事実が発覚すること

を恐れてのことである。 

また、本件請求に係る対象公文書は、審査請求人を一方の当事者とする

行政訴訟の証拠資料として、札幌地方裁判所へ提出する必要がある書類で

ある。 

 

以上のことから、原決定を取り消し、本件請求に係る対象公文書の全部を

公開するとの決定を求める。 

 

 

第３ 実施機関の主張要旨 

１ 対象公文書の量 

 本件請求に係る対象公文書のうち、その主なものについて、文書量等は次

のとおりである。 

(1) 請求Ａ及び請求Ｂ 

  審査請求人の請求意図は、予算執行に係る各種の契約の閲覧にあること

から、主に総務部のほぼすべての支出関係書類を指すものと解するが、当

該文書の量は、請求Ａ及び請求Ｂに係る２年度分を合わせると、札幌市の

文書保存箱（縦型Ａ４ファイルが２つ並べて入る幅１５センチメートルの

ダンボール箱）に換算して２００箱を超えるものであり、これを単純に計

算すると、文書の厚さは約６０メートルに及ぶと推定される。 

 (2) 請求Ｃ及び請求Ｄ 

   請求Ｃ及び請求Ｄのうち札幌市立中学校全校を対象とする２件の請求に

係る対象公文書は、総量で文書保存箱１００箱相当である。 

   このことに加え、市立中学校全校から該当する公文書を入れたダンボー

ル箱等を収集して作業に当たるため、これら全９９校の延べ２００人の教

職員を動員するなど、各学校との連絡、公文書の計画的搬入、当該公文書

の保管、それらの公開決定等に係る検討、非公開部分の処理等の一連の作

業を所管課の少数の担当職員が行うことを踏まえると、その負担は過大で

ある。 

   これは、過去に、公開請求が重複し、計１０校を超える学校経理関係文

書について公開実施に係る処理作業を行った際、条例第１３条に規定する

公開決定等の期限の特例（以下「決定期限の特例延長」という。）を適用し

て対応せざるを得なかったという実績に基づく判断である。 

      

   以上のとおり、これまでの公開請求に対応した実績を踏まえ、本件請求は、

いずれも、大量かつ膨大な請求であると判断したところである。 
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２ 請求時の状況 

審査請求人は、本件請求の発端となった当初請求に前後して、平成１５年６

月３日から同年７月３０日の２ヶ月間にわたり、実施機関に対する公開請求 

１２件に係る対象公文書の閲覧（以下「長期閲覧」という。）を行っていた。 

長期閲覧において実施された公文書公開の中には、学校教育部への請求のよ

うに、これだけをとっても文書保存箱１００箱を優に超える大量請求に対する

公開も含まれていた。 

この学校教育部への請求に関しては、実施機関は、条例第１２条に基づく決

定期限の延長を行ったうえ、学校教育部における担当職員約５０人が総がかり

で処理にあたった。そして、４月２４日に決定を行い、同じ頃に処理が終了し

た他の公開請求の分も含めて、審査請求人に対し公開実施日の決定について調

整を打診したところ、審査請求人は、これを拒否したうえ、後日都合のいい日

を知らせるとしながら、その後一向に連絡もなく、結果として約１ヶ月間、こ

れを放置した。 

このような経過を経てようやく開始された長期閲覧が、第１回目の６月３日

以降、日数としては６日間ながら２ヶ月間にわたったのは、それぞれの公開実

施日の間隔が、審査請求人の都合により開いたこと、協議の上で設定した日時

を審査請求人が当日直前にキャンセルしたこと等により、日程調整を円滑に行

えなかったからである。 

請求Ａ及び請求Ｂ、そして、これに先立つ当初請求は、この長期閲覧の最中

に、しかもその終了の目処が不明な時点で提出されたものである。すなわち、

審査請求人は、仮に当初請求及び本件請求に係る公開決定等が直ちに行われた

としても、それらの対象公文書をいつ閲覧できるかについて、まったく見通し

が立たない状況であるにも関わらず、このような大量請求を行ったものである。 

 

３ 審査請求人との協議等 

(1) 検討の要請 

  当初請求への対応は、その対象公文書が極めて大量膨大であり、また、

過去の公開請求に係る対象公文書の長期閲覧が未了であり、当初請求以外

にも新規の公文書公開請求が提出され続けていたことから、このままでは

極めて困難であると判断した。 

そして、当初請求を含む一連の請求行為が、審査請求人にとって、各々

の請求に係る請求目的を効率的・効果的に達せられるものとは考えられず、

また、時間及び労力の点において審査請求人及び実施機関双方の負担が大

きいことから、それらを改善する方策を見出すための協力を審査請求人に

対して要請することとした。 

そして、このような実施機関の見解と公開実施に係る実施機関の作業等

を説明するとともに、①当初請求の請求範囲を特定年度の具体的な予算科

目等に絞り込むことの検討、②過去の公開請求に係る閲覧未了の公文書が

ある間、新規の公開請求を保留することの検討、③条例第４条に照らし、

多数・大量の公開請求を行う審査請求人の行為に係る見解を示すことの要

請（以下これらを「当初請求等に係る要請」という。）を記した文書を、６

月２５日付けで審査請求人に送付した。 
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(2) ７月２日付け協議 

 当初請求等に係る要請の送付後である７月２日に、審査請求人が長期閲

覧の実施のため来庁した機会をとらえて、両者間で当該要請について協議

の機会を持った。 

この中で審査請求人は、まず、当該要請に回答する条例上の義務は認め

られないこと、当初請求の趣旨については、総務部予算の執行に関してど

のような文書があるか不明なので、その全部が見たいものであること、さ

らに、長期閲覧の事態を招いたのは、経理不正に係る隠ぺい工作のため公

開決定等までにいたずらに時間を要している実施機関側の責任であること

等を主張した。 

  これに対し、実施機関からは、長期閲覧に示されるとおり、当初請求の

ような大量請求を行っても、時間及び労力の点において審査請求人にとっ

ても不利益であり、また、総務部予算の概要を把握したいのであれば、支

出関係資料のすべてを請求することに換えて、事業や予算科目を抽出した

請求や公表している資料等の閲覧等をまず行うことを提案し、協力を求め

たが、話合いは平行線のままであった。 

  そこで、審査請求人の主張を踏まえ、事業別予算総額をまとめた「平成

１５年度局別予算事業概要」から総務部関係分の写し（以下「事業概要」

という。）を、当初請求の請求範囲を絞り込むための参考資料として交付し

た。 

  そして、審査請求人がこの日の閲覧の開始を求めたため、当該要請に係

る協議を切り上げることとし、当初請求に係る請求範囲の限定については、

審査請求人が事業概要をもとに検討のうえ、事業名又は科目等の抽出を行

い、その結果を７月４日に来庁して実施機関に伝えるとすることで双方が

合意した（以下これを「７月２日付け協議における合意事項」という。）。 

  ところが、審査請求人は、このような合意を行いながら、実施機関にお

けるこの日の閲覧終了後、市政情報センター(現行政情報課。以下同じ。)

に赴いて、請求Ｃを提出した。 

(3) 当初請求から本件請求への変更 

  ７月４日、審査請求人は、市政情報センターに来庁し、当初請求につい

て対象年度を訂正し、これを請求Ａとするとともに、それとは別に、請求

Ａと同様の内容で対象年度を平成１２年度とする新規の公文書公開請求で

ある請求Ｂを提出した。 

これらの請求を提出するに当たり、審査請求人は、請求範囲の絞込みを

依頼した市政情報センター職員に対し、あくまでも総務部予算関係資料の

全部を見たいとして請求するものであり、また、このことについての実施

機関との協議は不要であるという考えを伝えた。 

この日以降原決定を行うまでの間、７月２日付け協議における合意事項

は履行されることはなかった。 

(4) 再三の要請 

請求Ａ及び請求Ｂは、当初請求において過去５年度分としていた請求範

囲を計２年度分に換えたものではあるが、これらの対象公文書が大量であ

ることに変わりはなく、実施機関の当初請求等に係る要請の趣旨をくみ取
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ったものであるとは到底解されない。このため、引続き審査請求人に対し

て検討を求めることとし、①市民閲覧用資料を利用するなどして、一時に

すべてを請求せずとも請求目的が達せられるように項目を絞り込むことは

できないか、②公開請求に係る実施機関の処理が多数重なり合わないよう

な間隔で請求を行えないか等について検討することの要請（以下これらを

「本件請求に係る要請」という。）を、７月１６日付けで文書にて送付した。 

この要請に対し、審査請求人からは、７月２８日付けで文書回答（以下

「審査請求人からの文書回答」という。）があったが、その趣旨は、本件請

求に係る要請についての回答義務は、条例上、認められないので答える意

思はないこと、当初請求等に係る要請及び本件請求に係る要請については、

７月２日付け協議の場において既に解決済みであること等であり、事実上、

本件請求に係る要請のすべてを拒否するものであるばかりでなく、７月２

日付け協議における合意事項の存在すらも無視するものであった。 

そして、請求Ｄは、審査請求人から本件請求に係る要請に対する実質的

な回答を待つ間に提出されたものである。 

その後も、当該要請について、８月１８日付けで第２回目の文書送付を

行ったほか、他の公開実施の機会をとらえ、直接に協議を申し入れるなど

したが、審査請求人は、このことに対する見解は審査請求人からの文書回

答において示したとおりであり、協議は不要であるとして、これに応じる

ことはなかった。 

以上のとおり、本件請求に係る審査請求人からの協力は、得られなかっ

た。 

 

４ 並行請求 

長期閲覧の開始から本件請求に係る第２回目の依頼事項の要請を送付する

までの間、審査請求人から、本件請求以外に合計１５件の公文書公開請求を

受けた（以下「並行請求」という。）。 

 

５ 実施機関の結論 

条例第４条において利用者の責務の規定が置かれている趣旨は、公文書公

開請求権（以下「公開請求権」という。）が無制約に認められるものではない

ことを示すことにあると解する。 

このことから、公文書公開制度（以下「制度」という。）の適正な運用のた

め、公開請求者は、必要の範囲で協力に応じるべき場合も当然にあり得ると

考える。 

しかしながら、審査請求人は、上記３のとおり、これを拒否し続けるとと

もに、同４のとおり、本件請求の公開実施がさらに困難になるような状況を

自ら作り出してきた。 

本件請求に係る公開実施の対応が通常業務に影響を及ぼすことは、学校教

育部への請求に対応した経験から明らかである。また、同２のとおり、本件

請求の発端である当初請求が、長期閲覧が始まって間もなかった時期に提出

されていること、本件請求が、当初請求に係る協議を求めている過程におい

て次々と提出されたこと等を併せ考えると、本件請求に係る審査請求人の請
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求行為の目的は、何か特定の情報を求めるものではなく、公文書公開請求と

いう手段を用いて実施機関に負担を強いることであるとみなさざるを得ない。 

したがって、本件請求は、条例の趣旨、目的を著しく逸脱したものであり、

審査請求人の本件請求に係る公開請求権の行使は、当該権利の濫用であるこ

とから、一般法理における権利濫用に該当すると判断し、その請求のすべて

が認められないとして、これを却下したものである。 

 

 

第４ 審査会の判断 

１ はじめに 

 (1) 公開請求権の性質 

条例は、その第１条において、市民に対し公開請求権を設定することによ

り、市民の参加と監視の下にある公正で民主的な市政の発展に寄与すること

を目的とすると規定している。 

  また、条例第３条において、実施機関は、公開請求権を十分に尊重して条

例の解釈及び運用を行うものとすると規定されているとおり、この権利は、

市民の権利として尊重、擁護されるべきものであることは言うまでもない。 

一方、公開請求権は、このように公共的な性質を持った請求権であり、ま

た、条例により設定されたものであることから、その権利行使は、あくまで

も条例の趣旨・目的に則って適正に行使されるべきものである。条例第４条

は、これを踏まえた規定と解する。 

(2) 判断の基本姿勢 

原決定は、外形上、適式な公開請求４件に対し、実施機関がこれらに対

する応答義務はないとする判断を行ったものである。 

公開請求権は、何人にも認められた権利であり、実施機関はこれに対し

応答義務を有するものであるが、上記(1)より、当該権利が設定された趣

旨・目的に照らし、これに明らかに反すると判断される公開請求権の行使

については、それが認められない場合も、また、あり得るものと解される。 

そして、いかなる場合がこれに該当するかは、対象である公開請求又は

当該請求に係る権利行使が、公共性に照らし、条例の趣旨・目的に則った

ものであるかについて検証し、社会通念上の妥当性も加味しつつ総合的に

判断する必要がある。 

なお、本件審査請求は、４件の処分に対するものであるが、同一人から

同時期に提出された公開請求及びそれらの対応結果であり、関連すること

がらが多いことから、これらを併せて調査審議することが適当である。 

当審査会は、上記を踏まえて判断することとする。 

 

２ 本件請求の内容 

(1) 対象公文書 

 本市では、請求者の利便を考慮し、１枚の公文書公開請求書に記載する

請求内容又は項目の数を特に制限していない。 

本件請求についてもこのような運用に基づく利用がなされており、当該

請求４件のいずれについても複数の請求項目が記入されている。 
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このうち、実施機関が特に問題として取り上げた主な対象公文書は、以

下のとおりである。 

ア 総務部経理関係文書 

請求Ａ及び請求Ｂに係る文書を保有する総務部は、札幌市教育委員会

において学校等教育施設の運営管理、設備整備、教材購入費、私立学校

等補助金等を所管する部署であり、平成１１年度及び平成１２年度を合

わせた当初予算の総額は、約４８９億７千６百万円である。なお、参考

ではあるが、この金額を学校教育部への請求の場合と比較すると、学校

教育部への請求において対象とされた全６年度分の予算合計額に比して

３割ほど多いものである。 

請求Ａ及び請求Ｂの対象公文書は、実施機関の特定したところによれ

ば、平成１１年度及び平成１２年度総務部予算の執行に関し、その歳出

予算経理簿と、札幌市会計規則（昭和３９年規則第１８号）第５０条に

規定する「支出負担行為に必要な添付書類」である。このうち、後者に

ついては、これらの添付書類が当該支出に係る支出負担行為伺書又は当

該支出に係る起案文書と一体で保管されていることから、実際には、総

務部歳出予算の執行に係る経理関係文書のうち、支出命令書、報酬等一

部の費目に係る予算執行関係文書を除いた他のすべての支出関係文書

（以下「総務部経理関係文書」という。）が、対象公文書となる。 

イ 学校所管文書 

    請求Ｃ及び請求Ｄの対象公文書のうち平成１１年度修学旅行決算報告

書及び平成１４年度コンピュータ用消耗品支出関係書類（以下これらを

「学校所管文書」という。）は、いずれも当該事業又は当該消耗品の購入

を行った各中学校が所管している。 

(2) 公開実施に係る作業量 

一般に、公文書公開に係る実施機関の作業は、対象公文書を特定し、該

当する過年度文書については文書保存箱を保管場所から搬入し、各文書そ

れぞれについて、一行又は一語ごとに公開・非公開を検討し、整理をして

決裁を受け、決裁後、非公開部分について、その大きさに合わせて黒色の

目隠しテープを切り取り貼付するというものである。 

総務部経理関係文書に着目した場合、実施機関の主張によると、文書保

存箱約２００箱、厚さにして約６０メートルと推定される量の文書につい

て、１件ごとに上記のような細かい作業を行うこととなる。 

   当該作業に要する労力は、当審査会が求めた実施機関の試算では、職員

が専任で上記作業に従事するとして約８ヶ月を要するとしており、より現

実的には、職員１人が他の通常業務のほかに１日当たり４時間、時間外勤

務により当該作業を行うとすると、１ヶ月当たりの勤務日を２０日として、

延べ１６ヶ月を要するものとなる。 

   また、学校所管文書に係る作業については、市立中学校全９９校との連

絡調整、集約した公文書の保管等はもとより、集められた当該文書の公開

非公開等の検討、決裁、決裁後の公開実施の準備作業等は、各学校の教職

員が行うのではなく、すべて実施機関の所管課職員が、他の通常業務と並

行して行うこととなる。 
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(3) 経 緯 

本件請求及びこれに前後して行われた並行請求等の経緯は、次のとおり

である。 

① 平成１５年(以下同じ)３月１１日 学校教育部への請求提出 

② ４月２４日 上記に対する一部公開決定書の送付 

③ ６月 ３日 長期閲覧開始（同年７月３０日まで計６回） 

④ ６月６日及び１０日 公文書公開請求（計３件） 

⑤ ６月１７日 当初請求ほか１件公文書公開請求 

⑥ ６月２５日 審査請求人に対する「当初請求等に係る要請」の送付 

⑦ ７月 ２日 ７月２日付け協議の実施 

⑧ ７月 ２日 本件請求のうち「請求Ｃ」提出 

⑨ ７月 ４日 本件請求のうち「請求Ａ」及び「請求Ｂ」提出 

⑩ ７月８日、１１日 公文書公開請求（計３件） 

⑪ ７月１６日 審査請求人に対する「本件請求に係る要請」の送付（第

１回目） 

⑫ ７月２５日 公文書公開請求（計３件） 

⑬ ７月２８日 「審査請求人からの文書回答」を受理 

⑭ ７月２８日、３０日 公文書公開請求（計２件） 

⑮ ８月 ４日 公文書公開請求（計２件） 

⑯ ８月 ５日 本件請求のうち「請求Ｄ」提出 

⑰ ８月１３日 公文書公開請求（１件） 

⑱ ８月１８日 審査請求人に対する「本件請求に係る要請」の送付（第

２回目） 

⑲ １１月１４日 原決定 

以上より、次の事実が認められる。 

ア 長期閲覧は決定通知送付後、１ヶ月以上の間をおいて開始され、終了

までに約２ヶ月を要したこと 

イ 当初請求が長期閲覧の期間中、しかもその早い時点において提出され

たこと 

ウ 実施機関から審査請求人に対する要請を記した文書が、合計３回送付

されたこと 

エ ７月２日付け協議が行われたのと同じ日に請求Ｃが提出されたこと 

オ 当初請求に換えて請求Ａ及び請求Ｂが同時に提出されたこと 

カ 審査請求人からの文書回答があったが、実施機関が当該文書を受理し

た後にも「本件請求に係る要請」の送付（第２回目）が行われたこと 

キ 計１５件の並行請求が行われたこと 

 

３ 項目別の検討 

(1) 文書量 

本件請求に係る対象公文書は、上記２(1)及び(2)に例として示した部分

だけで文書保存箱約３００箱に及ぶ量であり、この公開実施に係る実施機

関の作業の負担は、この限りにおいても、決して小さくないことは明らか

である。また、仮に、本件請求について、決定期限の特例延長を適用する
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とした場合であっても、作業が一時に集中する事態はある程度避けられる

が、負担の総量は変わるものではない。 

したがって、本件請求に係る実施機関の負担は長期間にわたるものであ

り、このことによって生じる他の通常業務への支障は、最終的には、実施

機関全体の業務に看過しがたい影響を及ぼすこととなる。 

(2) 経 緯 

本件請求が提出された当時、審査請求人は、長期閲覧を行っていたので

あるが、本件請求のうち請求Ｄ以外の３件は、その最中に提出されたもの

であり、請求Ａ及び請求Ｂが当初請求より派生したことを踏まえると、本

件請求は、当該長期閲覧の早期に行われ始めたものである。 

そして、これら４件のいずれもが、上記のとおり大量の公文書について

公開を求めるとする請求であり、かつ、そのような請求が、審査請求人と

実施機関との協議が進まない中、次々に行われたのである。 

(3) 本件請求の特別の利益 

  ア 一度にすべてを請求すること 

本件請求に係る公文書の閲覧について、審査請求人に緊急を要する事

情が存在しないことは、審査請求人が公開実施に係る時間を問わないと

していることから明らかである。 

仮に、審査請求人に探索等の目的があり、ある程度網羅的な請求内容

とせざるを得ない事情があるとしても、例えば、総務部経理関係文書な

どは、事業概要から特定の事業名を指定したり、年度内の特定の時期に

限って公開請求をし、その公開実施後に更に改めて対象公文書を追加請

求したりすることも可能である。学校所管文書についても同様のことが

言える。 

このことから、本件請求の各４件について、一度にそのすべてを請求

しなければ達せられないような特別の利益があるとは認められない。 

イ 連続して請求すること 

本件請求の４件を連続して請求することの意義について検討する。 

審査請求人は、他の請求に係る公開実施が未了のなか本件請求を提出

したところであるが、その対象公文書の閲覧については、公開実施の準

備が整った文書から順次、行うつもりであったと主張している。 

ところで、本件請求の４件のそれぞれについて見ると、対象公文書量

が、単純に文書保存箱に換算して約５０から１００箱を超えると想定さ

れ、その閲覧には、対象公文書の１枚１枚に目を通すとすれば、一般的

には、各々について数日を要すると考えられる。 

このことから、本件請求すべての対象公文書について、仮に実施機関

が請求に基づき直ちにこれを公開実施したとしても、閲覧が追いつかな

いことは容易に想定される。また、本件請求に係る閲覧について審査請

求人が緊急を要しないとしていることは、上記(3)アのとおりである。 

したがって、本件請求について、このように連続して請求することに

よってのみ得られる特別の利益が存在するとは認められない。 

(4) 双方の対応 

まず、審査請求人は、実施機関からの当初請求等に係る要請及び本件請求
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に係る要請に関し、これらにこたえる義務は条例上存しないとしながらも、

当初請求を請求Ａ及び請求Ｂに換えたことにより、これに応じたと主張して

いる。 

 このことについてみると、同時に提出された請求Ａ及び請求Ｂのそれぞれ

が、なお大量であることに変わりはない。また、当該２件の請求に前後して

請求Ｃ及び請求Ｄが提出されたこと、本件請求のいずれか１件の請求に係る

協議にも応じた事実が認められないこと、並行請求が引続きなされたこと等

を併せ考えると、当初請求を請求Ａ及び請求Ｂに換えたことは、外形上は実

施機関の要請に応じたとみなすことができなくはないとしても、実質的には

その趣旨をくんだ協力であるとまでは認められない。 

次に、実施機関は、審査請求人に対して事業概要を交付しているが、審査

請求人は、実施機関に対し、実施機関が対応限度とする文書量の提示を求め

たのみで、他に文書又は知りたいとする内容をより具体的に特定するための

情報提供を要求した事実も認められない。 

また、公文書の公開実施に係る実施機関の作業のうち、公文書の非公開

部分の判断を行うには、様式等公文書の形式の態様に関わらず、そのすべ

てについて慎重に目を通す必要があるのであるから、非公開の個所の多寡

が作業負担の軽重を示すというものではない。この点についても、審査請

求人は、対象公文書の量が多いことは認めながら、そのことに係る実施機

関の作業量が多いとする主張については、これを否定している。 

上記のことから、審査請求人が実施機関の協力要請に応じたと認めるに

足る事実は存在しない。 

 

４ 総合的判断 

これまでみたとおり、本件請求の対象公文書は非常に大量であり、この対応

に係る実施機関の負担は総体として極めて大きいものである。また、その請求

の間隔及び経過も、異例と言わざるを得ない。他方、本件請求には、そうしな

ければ実現できない利益があるとは認められないにもかかわらず、審査請求人

が実施機関の要請に適切に応じた事実はない。 

公開請求権が１(1)でみたとおりの性質を有するものであり、かつ、制度運

営の実状において、特別の人員配置又は予算措置等には限度があることを併

せ考えると、制度の公正かつ円滑な運営を確保するためには、請求者及び実

施機関双方において、条例の趣旨・目的に則った適正かつ誠実な対応が求め

られるところ、審査請求人の上記の行為は、明らかにこれに反するものであ

り、その意図するところはともかく、結果的に、実施機関の事務遂行能力が

著しく損なわれる状況を生み出すものであると判断せざるを得ない。 

次に、本件請求に係る権利行使が認められないとする場合に審査請求人が被

る不利益は、総務部経理関係文書をはじめとする対象公文書を本件請求書によ

り閲覧する機会を失ったことである。そして、この不利益は、本件請求の内容

について限定・抽出した請求をもって代えることにより、回復され得ないわけ

ではない。一方、本件請求を適正な権利行使として認めた場合に実施機関が被

ることとなる不利益は、本件請求に係る処理作業の相当長期にわたる負担と、

当該作業から派生する他の通常業務への影響である。 
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このことから、本件請求を認めないことにより審査請求人が被る不利益の

程度は、これを認めるとした場合に実施機関が被る不利益に比べてはるかに

小さいものと認めるのが相当であり、代替策があると認められるにもかかわ

らず、実施機関が本件請求に対応し、その通常業務に支障を生じさせること

は、甚だ不合理と言うべきである。 

   

以上により、本件請求に係る権利行使は、外形上は適式な公開請求ではあ

るものの、その内実は、条例の趣旨・目的を著しく逸脱し、また、社会通念

上、相当性を欠くものであることから、権利の濫用に該当すると言わざるを

得ない。 

 

５ 結 論 

本件請求は、公開請求権を濫用したものとして、その請求の全部が認められ

ない。 

よって、第１のとおり判断する。 

 

 

第５ 審議経過 

 下表のとおり。 

  

年　月　日 　　　　　　　審　査　経　過

平成16年2月19日 諮問書及び実施機関の非公開理由説明書を受理

平成16年10月20日
審査請求人に実施機関の非公開理由説明書を送付す
るとともに意見書の提出を要請

平成16年10月26日

（第162回審査会）

平成16年12月16日

（第166回審査会）

平成16年12月22日

（第1回部会）

平成17年1月12日

（第2回部会）

平成17年2月15日

（第3回部会）

平成17年3月3日

（第4回部会）

平成17年3月28日

（第167回審査会）

部会構成委員：　祖母井委員、常本委員（部会長）、村上委員

平成17年3月29日 答　申

事案の概要説明

審査請求人から意見を聴取
実施機関から事情を聴取

審　議

審　議

審　議

審　議

審　議

 


